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米ISM景況感指数 3月は製造業の景況感が大幅低下
供給制約による原材料価格の上昇が景況感の下押し要因に
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図表1：3月の景況感指数は製造業が大幅低下

ISM景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）が製造業・非製造業の購買担当者へのアンケート調査結果をもとに、毎
月公表している米国企業の景況感を示す指標のひとつ。製造業が毎月第1営業日、非製造業が毎月
第3営業日に公表される。50が景気の拡大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を
下回ると景気後退を示す。

図表２：供給網の混乱を背景に価格指数が上昇

供給制約による原材料高で価格指数が上昇
景況感指数を構成する指数のうち『価格指
数』が、製造業・非製造業ともに上昇しました。
製造業の価格指数の上昇は著しく、3月は87.1と
前月から大幅上昇し、2021年6月以来9ヵ月ぶり
の高水準となりました（図表2）。
ロシアのウクライナ侵攻で、主要各国が現地で
の操業を停止しています。工業品や原材料の供給
が停滞している影響で、原材料の価格が高騰して
います。ロシア・ウクライナ間の停戦交渉は難航
しており、交渉が長期にわたることとなれば、原
材料価格がさらに上昇する可能性もありそうです。
ウクライナ情勢に緊張緩和の兆しが見えないなか、
今後は供給制約にともなう原材料価格の上昇が、
景況感の下押し要因となりそうです。

製造業の景況感が市場予想に反し低下
全米供給管理協会(ISM)が4月1日に発表した、
2022年3月の製造業景況感指数は57.1（事前予
想：59.0）と、2020年9月以来1年6ヵ月ぶりの
低さとなりました。一方、5日発表の3月の非製造
業景況感指数は58.3（事前予想：58.4）と、4ヵ
月ぶりに上昇しました(図表1) 。
原油などの原材料価格の上昇により、生産コスト
が上昇したことで、新規の受注が減少したことな
どが製造業の景況感の悪化につながったものとみ
られます。一方、非製造業は、新型コロナウイル
スの感染の落ち着きとともにレジャーや小売など
のサービス関連の就業者数が増加したことなどが
景況感の改善に寄与したものとみられます。
業種別では、製造業は18業種中、衣料や食品、
家具などの15業種で、非製造業は18業種中、娯楽
や教育サービスなどの17業種で活動拡大が報告さ
れました。

出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※ISM製造業・非製造業景況感指数の構成指数（価格指数）
の推移

※ISM製造業・非製造業景況感指数の推移
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